
資料１

統合に向けた各国立大学法人における検討状況
（概要）



平成34年4月に経営統合して新法人設立（経営組織と教学組織の機能分担）
社会に開かれた経営体制を構築し、社会のニーズに即して三大学の教育研究
機能を強化することにより、北海道経済・産業の発展に貢献する。【経営改革ビジョン】

国立大学法人北海道連合大学機構（仮称）
■複数の役員は、経済界・産業界等から招聘

■経営協議会は、国立大学の多様なステークホルダーの意見を反映させる構成

■三大学の経営機能・業務の集約による合理化・効率化

【予算編成・配分】【多様な財源確保】【財務・法務・監査総括】【外部資金を活用した資源の再配分】等

小樽商科大学 帯広畜産大学 北見工業大学教学教学教学

●三大学の分野融合型教育システムの開発 ●三大学共同の産学連携体制の構築

経営

農工連携文理融合

法人の長・理事（役員） 経営協議会

学長
【評議会】

学長
【評議会】

学長
【評議会】

北海道内国立大学法人の経営改革の推進

基礎学力を有し、科学技術、地域社会、
国際社会へ貢献できる人材育成を推進

「食を支え、くらしを守る」人材の育
成を通じて、地域及び国際社会に貢献

・学生収容定員 2,159人
・教員数 122人 事務職員等 72人
・予算 3,272百万円（運営費交付金1,428百万円）

・学生収容定員 1,908人
・教員数 132人 事務職員等 97人
・予算 4,437百万円（運営費交付金2,475百万円）

・学生収容定員 1,246人
・教員数 129人 事務職員等 90人
・予算 4,797百万円（運営費交付金2,820百万円）

国立大学法人小樽商科大学 国立大学法人帯広畜産大学 国立大学法人北見工業大学
社会の各分野において指導的役割を果
たす人材育成、実践的ﾋﾞｼﾞﾈｽ教育推進

社会生活に実際に役立つ学問「実学」を
担う三大学の役割は極めて重要

教育研究機能を強化するため、経営改革
を推進して北海道の未来に貢献工

全国を上回るスピードで人口減少や高齢化が進行する「地域の存亡に関わる状況」に直面

北海道経済・産業の課題 農林水産業の持続的な成長

ものづくり産業・食関連産業の振興

中小企業・地域商業の活力再生

海外への食品輸出の拡大・ビジネス創造

観光立国北海道の推進

健康・医療・環境・エネルギー産業等創造

商農
工

工

農 商

北海道の現状

農商



東海国立大学機構（仮称）構想による新しい大学モデルとNext Societyの実現

超高齢化社会に貢献する

リカレント教育

卓越した教育・研究成果の社会実装

国や産業界からの
多様な財源

多様な次世代人材育成
（女性・外国人）

愛岐留学生就職支援
ｺﾝｿｰｼｱﾑ

東海地区大学広域
ﾍﾞﾝﾁｬｰﾌｧﾝﾄﾞ

東海型数理・ﾃﾞｰﾀ
科学教育連携会議

東海地区事務連携

業務関係ｼｽﾃﾑの運用管理一元化
計画的・効率的な経営の効率化

超スマート社会の基盤となる

次世代型高等教育

先端医療開発中部円環
ｺﾝｿｰｼｱﾑ

語学教育等の
共通教育

数理ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ
教育

◆糖鎖生命ｺｱ研究拠点形成に
よる健康長寿社会への貢献

◆医療情報データ統合による
革新的医療発展への貢献

◆農学分野の基礎と応用ない
しﾌｨｰﾙﾄﾞ教育・研究の充実

◆航空宇宙機器産業
ｸﾗｽﾀｰ形成

◆ｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄﾊｲｳｪｲｺ
ﾝｿｰｼｱﾑの発展

「東海研究クラスター」形成構想

産業界・地域と連関した発展の好循環
モデルの中核にある大学群
（TOKAI PRACTISS）が
東海地区を国際的にも有数の
Tech Innovation Smart Society
とするための転換に貢献

世界と戦う東海地域における
これまでの連携実績

リソース共有による

財政基盤強化

次世代教育の展開による

教育力強化

大型研究拠点の形成等による

研究力強化

大学連携を核とした

産業構造の変革

世界屈指の新しい大学群による

Next Societyの実現

◆一法人複数大学の国立大学法人東海国立大学機構（仮称）を設立（2020年度新法人設立を目指し、両大学間及び関係
機関との協議を迅速に進める）

【ガバナンス体制や経営システムの確立】
■ 戦略的な経営ｼｽﾃﾑの確立
（法人の長は法人全体の経営について責任を有し、新法人設置の目的に従って

法人全体の戦略策定や予算全体的取りまとめ、総合的な調整等を図る。学長は、
法人全体の戦略の下で行われる各大学の教育研究活動をはじめとする各種活動の
全般について責任を有する 等）■ 事務合理化・経営資源の効率的活用

■ 運営（支援）組織の一体化 ■ 産学連携施策の強化 ■ ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ強化
■ 経済界からの支援の更なる充実 ■ 先進的な教員評価・学内ﾘｿｰｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの実現

第1段階（第３期中期目標・中期計画期間
：準備期間を含めて2019～2021年度末まで）

第2段階（第4期中期目標・中期計
画期間前半：～2024年度末まで）

第3段階（第4期中期目標・中期計
画期間後半：～2027年度末まで）

【主な協働事業の基盤確立と事業開始】
＜教育＞＜研究＞＜国際・産学連携＞

【第1段階で確立させたTOKAI-
PRACTISSの基盤を元に活動を実質化】

■ 大学改革の一層の促進 等

【機構の評価（自己評価、外部評価）
と今後の課題の洗い出し→解決策の
実行 等】

【TOKAI-PRACTISSのﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ形成と構想
の精緻化、関連ｾｸﾀｰ間での合意形成】
■ 地域経済界、国、地方自治体等との地域創成検討

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築



地域の中核拠点としての機能強化による新たな大学の再編（案）

新国立大学法人

浜松キャンパス、浜松医科

大学を中心とする大学（仮）

静岡キャンパスを

中心とする大学（仮）

主に浜松
キャンパス

大学等連携推進法人（仮称）

・・・

地方自治体 地域中小企業 グローバル企業地域社会

再構築に基づく機能強化（国際競争力、地域活性化、人材育成）による地域・社会との連携

地域の知の拠点として機能を強化するために、アンブレラ
方式（一法人複数大学方式）に基づき、新国立大学法人の
下に、静岡大学静岡キャンパスを中心とする大学（静岡市）
と、静岡大学浜松キャンパスと浜松医科大学を中心とする
大学（浜松市）を設置し、より地域活性化、国際競争力の強
化を促進する。

地域の知の拠点として機能を強化するために、アンブレラ
方式（一法人複数大学方式）に基づき、新国立大学法人の
下に、静岡大学静岡キャンパスを中心とする大学（静岡市）
と、静岡大学浜松キャンパスと浜松医科大学を中心とする
大学（浜松市）を設置し、より地域活性化、国際競争力の強
化を促進する。

3年後

新国立大学法人、地域の公立大学法人、学校法人等が参画し、
静岡県エリアの真の知の拠点として連携強化を目指す
新国立大学法人、地域の公立大学法人、学校法人等が参画し、
静岡県エリアの真の知の拠点として連携強化を目指す

密接な連携
地域社会に開放された
知の拠点として連携

医、光・電子、医工連携、次
世代自動車、ビッグデータ、ＡＩ

持続可能な地域社会システム
アジア地域との教育研究交流

参加する大学等の機能の分担及び教育研究や事務の
連携推進を目的とする一般社団法人 ※文部科学大臣認定

社 員社 員
・・・

社 員社 員 社 員社 員

静岡・浜松の
新国立大学法人

公立大学法人公立大学法人 学校法人学校法人

参 画 参 画 参 画

5年後

静岡大学静岡大学浜松医科大学浜松医科大学

主に静岡
キャンパス

静岡大学
浜松医科大学
作成資料



奈良教育大学と奈良女子大学の連携概要と基本設計

一法人複数大学の基本設計の在り方（案）

国立大学法人 奈良

A大学 B大学

学
部b

学
部c

学
部a

学
部

理事会

理事長

理事

教

学

・理事長・学長ともに大臣任命

・理事長と学長の兼務・非兼務
は、各法人の主体性に委ねる

・両大学の学長は理事として
参画する

法人評価（法人全体）

機関別認証評価のみ（A大学） 機関別認証評価のみ（B大学）

教育研究評議会

理事

経営協議会

経

営

中期目標・中期計画
（A大学）

中期目標・中期計画
（B大学）

中期目標・中期計画
（法人全体）

執行役会（仮称）

学長A

副学長 副学長
事務
局長

執行役会（仮称）

副学長 副学長
事務
局長

学長B

理事

学長A
学長B

大臣任命

監事

大臣任命 大臣任命

理事

教育研究評議会

奈良の高等教育総合化による教育研究の学問の府（奈良カレッジズ）の創成（素案）
～奈良を基盤とした高等教育機関を総合化し、未来社会を牽引する人材を地域・全国に輩出する～

奈
良
教
育
大
学

奈
良
女
子
大
学

一法人二大学 国立大学法人奈良（仮称）

将来目標：奈良カレッジズの構築

奈良先端科学
技術大学院大学

奈良工業高等
専門学校

奈良文化財研究所 奈良国立博物館

平成34年度を目標

持続的な未来社会
を創造する
人材育成

教員養成システム
の次世代型モデル

の構築

工学学士の授与

教養教育の
充実・強化

教員養成の
高度化

奈良の地での
工学人材の輩出

★リベラルアーツ教育の構築と共有化による創造的人材の育成

教養教育の共同実施

「新しい高度教員養成システム」を構築
するための教員養成にかかる連携

工学系共同教育課程の設置を目指す

社会の要請に応える新しい
教養教育の構築

両大学の教職課程を
連携して運営

教養によって開かれた工学
（リベラルアーツ＋エンジニアリング）

★小規模であるメリットと各機関の特色を活かす緩やかな連携

★奈良の歴史文化を活かした共有の場づくりによる学園都市化

協力 協力

協力 協力

実
現
す
る
た
め
の
基
本
設
計

学問の府（奈良カレッジズ）の核となるため、
一法人二大学化を行う




